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第１６回国土審議会土地政策分科会

平成２４年５月１８日

【開出企画課長】 それでは、まだ定刻前でございますけれども、先生方、おそろいで

ございますので、ただいまから第１６回国土審議会土地政策分科会を開催させていただき

ます。委員の皆様方には大変お忙しいところをお集まりいただきまして、まことにありが

とうございます。

私は、事務局を務めさせていただきます土地・建設産業局企画課長の開出と申します。

どうぞよろしくお願いいたします。以下、座って失礼いたします。

議事の前に事務局よりご報告させていただきます。このたび新たに和歌山県知事の仁坂

吉伸委員が選任されておりますけれども、本日は都合によりご欠席とのご連絡をいただい

ております。本日の委員のご出席に関しまして、岡本委員、須田委員、山野目委員よりご

都合によりご欠席とのご連絡をいただいておりますが、本日ご出席の委員の皆様により定

足数に達していることから、土地政策分科会が成立していることをご報告申し上げます。

それでは、議事に先立ちまして内田土地・建設産業局長よりごあいさつ申し上げます。

【内田土地・建設産業局長】 土地・建設産業局長の内田でございます。本日は、委員

の皆様方、大変お忙しいところをほんとうにどうもありがとうございます。第１６回の国

土審議会土地政策分科会の開催に当たりまして、一言ごあいさつを申し上げさせていただ

きたいと思います。

皆様方におかれましては、日ごろは国土交通行政の推進に当たりまして並み並みならぬ

ご理解、ご協力を賜っております。厚く御礼申し上げます。本日は２４年度の土地白書案

につきましてのご審議をお願いしております。土地白書は土地基本法に基づきまして、地

価、土地利用、土地取引等の土地に関する動向でございますとか、政府が講じてきたり、

講じようとする基本的な施策について、毎年国会に報告するという法定白書でございます。

これは国土交通省関係でもいろいろな白書がございますが、３つしかございませんで、そ

の３つの法定白書の中の１つでございます。ちなみに、例えば国土交通白書は法定白書で

はございませんで、法律上の位置づけはこちらのほうにあるような状況でございます。

土地白書では毎年特集としてテーマを２つほど選んでご紹介させていただいておりま

す。本年度は１つ目といたしまして不動産の価値向上と市場の整備というものを取り上げ
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ております。我が国ではご案内のようにバブル崩壊以降の経済情勢の中で社会的ニーズに

合わない老朽化した不動産ストックの更新がなかなか進みませんで、有効に活用されてい

ない不動産も数多くございますが、こうした不動産ストックをよりよいものに更新いたし

まして、豊かな都市空間、住環境を形成することが求められております。特に昨年の東日

本大震災以降は耐震性や環境性能の向上が目指されるようになっており、こうした観点か

ら注目されるようになっております。こうした観点から１つ目のテーマでは特に不動産投

資市場や中古住宅流通市場に焦点を当てまして、不動産価値向上とそれに関連する市場の

整備について分析しております。

２つ目のテーマといたしましては、昨年度に引き続きまして東日本大震災を取り上げさ

せていただいております。昨年は発災直後に恐らく執筆期間が１カ月ないぐらいで、その

パートを取り上げさせていただきまして、ほんとうにその表面をさらっとということでご

ざいますが、１年たってみて土地を巡るいろいろな状況につきましてデータもそろえつつ

ございますので、それらを踏まえた分析を行っております。委員の皆様方に熱心なご審議

をいただければ幸いに存じます。

また、昨年７月に国土交通省がかなり大規模な組織を改編いたしまして、土地政策を担

っておりました旧土地・水資源局、この姿で昨年はご審議いただいたわけでございますが、

それから、不動産行政、不動産産業政策を担う不動産業課などが１つの局にまとまりまし

て、土地・建設産業局となりました。今まで以上に不動産市場の発展、それから、経済政

策とか金融政策との連携を重視した政策展開を目指していきたいと考えておりますので、

その面でもいろいろとご指導をよろしくお願いしたいと思っております。

以上、少し長くなりましたが、冒頭のごあいさつとさせていただきます。本日はよろし

くお願いいたします。

【開出企画課長】 ありがとうございました。

それでは、まず、お手元の配付資料の確認をさせていただきたいと思います。上から順

に議事次第及び配付資料一覧。座席表、委員名簿。以下、資料１－１が土地白書のポイン

ト（案）、資料１－２が平成２３年度土地に関する動向、平成２４年度土地に関する基本

的施策（案）の要旨でございます。資料１－３が同じ表題の本体に当たる部分でございま

す。それと資料２－１と２－２が環境不動産懇談会提言の要旨と本体でございます。資料

３が不動産鑑定評価基準等の見直しについて、資料４が不動産流通市場活性化フォーラム

について、資料５が被災地の土地の境界や権利関係の明確化への取組について。以下、参
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考資料の１と２がございます。不備等ございましたら、事務局にお申しつけいただければ

と存じます。

なお、本会議の議事の公開についてでございますけれども、冒頭のみカメラ撮り可、会

議は非公開でございますが、議事録につきましては発言者名も含めて公表ということにさ

せていただいておりますので、よろしくお願い申し上げたいと思います。

では、以後、御厨分科会長に議事進行をお願いいたします。報道関係の方がおられまし

たら、ご退席をお願いいたします。よろしくお願いいたします。

【御厨分科会長】 それでは、本日の議事に入らせていただきたいと思います。まず、

参考資料１にありますように、国土交通大臣より意見を求められております平成２４年度

土地に関する基本的施策（案）についてでございますが、それでは、これにつきまして事

務局から説明をよろしくお願いいたします。

【小善総務課調整室長】 総務課調整室長の小善でございます。よろしくお願いします。

それでは、座って説明をさせていただきます。

資料につきましては、資料１－１、１－２、１－３とございまして、１－３がいわゆる

土地白書の本体、１－２がその要旨、１－１がそのポイントでございます。時間の関係も

ございますので、資料１－１、土地白書のポイント（案）に沿いまして説明をさせていた

だきたいと思います。

まず１枚目でございます。土地白書でございますが、構成としましては、１部、２部、

３部という構成になっております。１部につきまして土地に関する動向を述べまして、そ

の中でテーマを設定して分析をしているというところでございます。今年のテーマは、先

ほど局長のあいさつにもありましたように、１つは不動産の価値の向上と市場の整備、２

つ目は東日本大震災の不動産を巡る状況ということでございます。第２部は２３年度に土

地に関して講じた施策、第３部は２４年度に講じようという施策、政府全体の施策を記述

しているところでございます。本日は２ページ以下、主にこのテーマを中心に説明をした

いと思います。

１枚めくっていただきまして２ページでございます。まず、第１章の中の平成２３年度

の地価・土地取引の動向について幾つかのグラフを使って説明をしたいと思います。まず、

左上でございますが、地価変動率の推移でございます。これは２４年の地価公示でござい

ますが、全国、三大都市圏、地方圏を含めまして下落はしているものの、前年よりも下落

率が縮小しているという状況でございます。
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その右側が現在の土地取引の状況の判断に関する企業に聞いたＤＩでございます。活発

と答えた企業から不活発と答えた企業を引いた数字でございます。しばらく平成２１年の

３月よりずっと改善していたのですが、最近はマイナス４０、５０というあたりで横ばい

という状況でございます。

左下が新設住宅着工戸数の推移でございます。平成２３年は前年よりは増加しているも

のの、水準としては低い水準にあると言えると思います。その右側がオフィスビルの空室

率でございます。青が東京２３区、名古屋が緑、大阪が赤でございますが、大阪、名古屋

では、空室率は低下の傾向にあります。東京２３区はおおむね最近ずっと横ばいというよ

うな状況でございます。

続きまして３ページでございますが、ここからは今年のテーマでございます。まず、不

動産の価値向上の必要性を述べたいと思っております。左上でございますが、これは法人

所有の建物の建築の時期別のストック量でございます。紫より左が昭和５５年より以前と

いうことでございまして、グラフの中でも線を引いてございますが、新耐震基準に変わり

ましたのは昭和５６年でございますので、紫より左は旧耐震時代の建物ということでござ

いまして、おおむね３０％台ということになっております。ただ、一番下の利用していな

い建物については５０％を超えている。やはり旧耐震、古いということもあって逆に利用

されていないということかと思います。

その下でございますが、これは住宅の建築の時期別ストック量でございまして、若干色

が違いますが、これは緑より左が５５年以前のものでございまして、住宅についても３２

％が旧耐震基準時代の建物というものでございます。

右側でございますが、これは投資家に対して築何年のものまで投資対象になるかという

ことを聞いたものでございまして、築３０年になりますと１割しか投資対象と見ない。逆

に言えば９割の方は投資対象と見ていないということでございます。２５年から３０年と

いうことで大きく落ちているということでして、３０年というのがちょうど旧耐震基準か

ら新耐震基準に切りかわったところに近いわけでございまして、そういう関係もあるのか

なと思っております。このように我が国、古い不動産がたくさんございますので、こうい

うものを再生していく、価値の向上を図っていく必要があろうかと思っております。

次のページでございますが、その価値の向上をどういう観点で図っていくかということ

でございます。左上でございますが、これは震災後に企業に対して事業継続を考慮したと

きの不動産の選定基準を聞いたものでございます。建築物の耐震性能というのがいわば一
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番多くて６０％を超えているということでございます。３番目のほうにも自然災害のリス

ク、４番目にも非常用電源の問題とか、そういう観点が選定基準として選ばれているとい

うことかと思います。

もう一つが左下でございますが、これもやはり震災後、省エネ、環境という観点で関心

が高まっているところでございますが、これは国内の不動産の投資家にアンケートをした

ものでございまして、それぞれ、一番上を見ていただければ省エネルギー性能について、

これまで重視していたかどうか、今後重視するかどうかということでして、青が「大いに

重視する」、赤が「重視する」でございまして、省エネ性能を見ていただきますと、これ

までは合わせても二十数％だったのですが、それが合わせると７０％を超えるということ

で、今後、環境、省エネ性能というものが重視されていくということだろうと思っており

ます。

また、右側でございますが、これはいわゆる環境不動産、明確な定義があるわけではご

ざいませんが、環境に配慮した設備なり設計をしているオフィスビルに入居していると答

えていただいた方に、その入居している理由を聞いたものでございますが、２３年、これ

も震災後の調査ですが、光熱費等のコスト削減効果というのが大きく伸びているところで

ございます。これまでは赤の会社のイメージアップとか、緑の会社のＣＳＲ考慮という話

も比較的多かったのですが、光熱費の削減効果という実利というような観点から環境不動

産を選ぶ方が増えてきているのではないかと思います。このようなニーズがある中でやは

り耐震とか環境という観点から、不動産の価値の向上を図っていく必要があろうというこ

とを白書でも述べたいと思っております。

その次でございますが、不動産投資市場でございます。価値の向上を図っていくために

は、資金を集めるという意味で不動産投資市場の役割というのは重要でございます。左上

を見ていただきますと、これは日本政策投資銀行のグリーンビルディング認証という制度

がございまして、全体で４４件でございますが、そのうち１９件がＲＥＩＴが保有してい

る。ＲＥＩＴが持っている物件というのは全体から見れば小さいわけなのですが、こうい

うところで見ると１９件あるということでございまして、投資市場というのは投資家の目

にさらされるということで、価値の向上を図っていくというインセンティブが働くという

意味でも投資市場を活性化していく意義があるのではないかと思っているところでござい

ます。

その右側でございますが、その投資市場の規模、世界的に比べてみますと、その右の中
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でも右のほうの、これはいわゆる収益不動産です。賃料なりを生み出す不動産の市場規模

でございますが、アメリカは５３０兆、日本は２００兆ということでアメリカの４割ぐら

いあるわけでございますが、左の上場ＲＥＩＴ市場の規模を見ますと、日本はアメリカの

１０分の１ということですし、収益不動産の市場規模で日本より小さいオーストラリア、

フランスより下でございますし、英国とも同じぐらいというような状況でございまして、

まだ市場の拡大の余地というのはあろうかと思っております。

左下が証券化の実績の推移でございます。平成２０年のリーマンショックの前まで、平

成１９年までは順調に伸びておりまして、平成１９年には１年間で９兆円近くの不動産が

証券化されましたが、リーマンショック後、大きく落ち込みましてまだ回復し切れていな

いというような状況でございます。

このような状況にある不動産投資市場を活性化していく必要があろうかということでご

ざいまして、次、６ページでございますが、我が国の投資市場を見てみますと、幾つか課

題があろうかと思っております。左上でございますが、これは用途別の不動産の証券化の

実績の割合でございます。左のほうはオフィスが多かったわけなのですが、それに比べま

すと住宅とか商業、工場とか多様化してきております。その右側の円グラフはアメリカの

ＲＥＩＴの時価総額の用途別の割合でございます。これを見ていただきますと、円グラフ

の左のほうの緑のヘルスケアが１１.４％ありまして、その下の個人用倉庫がありまして、

また、森林というようなものがありましたり、日本と比べても多様なものが証券投資対象

となっているということが言えようかと思っております。

また、もう一つの課題としまして、左下でございますが、老朽した不動産というのは地

方圏にも多いわけでございますが、そういうものを証券化手法を使って再生していこうと

考えたときに投資家がどう見ているかということなのですが、これは不動産の投融資の姿

勢を投資家に聞いておりますが、青は今後拡大する、緑は縮小するということでして、三

大都市圏の場合、拡大するというほうが多いわけなのですが、地方圏を見ますと、拡大す

るという投資家よりは縮小するという投資家のほうが多いというような状況になっており

ます。

また、その右側でございます。もう一つの課題として情報面の問題がございます。これ

は不動産のサステイナビリティに関する情報が充分であるか、不充分であるかというもの

を聞いたものでございまして、青が「充分である」、赤が「不充分である」というもので

す。一番上の耐震性能については「充分である」というのが若干多いわけなのですが、そ
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の下の地盤の話でありますとか、自然災害のリスクでありますとか、下から３番目の省エ

ネ性能に関する情報、こういうものを見ますと「不充分である」という人のほうが多いと

いうことでございまして、こういうところを課題としてとらえて解決していかなければな

らないと思っております。

次、１枚めくっていただきまして７ページでございますが、これは中古住宅流通市場の

活性化を取り上げております。住宅の価値を上げていくというためにも、流通市場を活性

化する必要があろうということを述べたいと思っているところでございます。左上は中古

住宅流通量の推移でございます。これは新設と中古を足して、それで中古を割っているも

のです。平成の１桁のころは、その割合が１桁だったのですが、近年は十二、三％付近で

推移しているというところでございます。

ただ、これをまた諸外国と比べてみますと、その右側でございますが、これは１年間の

中古住宅流通戸数を住宅の総ストックで割ったものでございます。イギリスは６.７とい

うことで、１年間で総住宅ストックの６.７％が取引されているということですし、逆に

ある物件を見れば１５年に１回程度は取引がされているということが言えようかと思って

います。アメリカでも３.３％、日本は０.３％ということで、多くの物件は１回も取引さ

れることなく滅失していくのではないかと思っております。

次が左下でございますが、流通と価値の向上という観点で、この中古住宅の購入前後の

リフォームの実施状況を聞いたものでございます。これは全体としましては売り主がリフ

ォームしたものもございますが、買い主がリフォームする場合が５割ぐらいある。合わせ

ると６０％以上ということでございまして、流通の機会をとらえてリフォームなりをして

住宅の価値の向上を図っていくということが必要ではないかと思っているところでござい

ます。

１枚めくっていただきまして、次、８ページでございますが、これは左上は戸建て住宅

のうちに注文住宅が占める割合の日米比較でございまして、日本の場合、戸建てのうち７

割以上は注文住宅でございますが、アメリカは３割程度ということでして、日本ではやは

り将来の住みかえを想定せずに自分の好みに合った住宅を取得している、建てているとい

うことが言えるのではないかと思います。これが逆にそういう流通しにくいということの

原因にもなっている面もあろうかと思っております。

また、その下でございますが、これは中古住宅に抵抗がある理由です。一番多いのは新

築の方が気持ちがいいからということなのですが、なかなかそういうところは政策的にい
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かんともしがたいのですが、その赤で囲っておりますリフォーム費用やメンテナンス費用

がわからないからとか、品質に関する情報が少ないから、やはり情報面の不安というのも

大きいところがあろうかと思っておりまして、こういう面の解消が必要だろうと思ってお

ります。

その右上でございますが、そういうときに不動産会社、仲介会社という方の役割が重要

ではないかと思っておりまして、これは中古住宅の購入を検討していた人にリフォームの

案内とか提案が不動産会社からありましたかと聞いたものでございまして、提案がなかっ

たというのが上でございまして、そういう場合は結局、４割近くの方が新築を購入してい

るわけなのですが、案内・提案があったという方について見ますと８割以上が中古住宅を

購入しているというグラフでございます。こういう面を見ましても、不動産会社、仲介業

者というのがそういう情報量の差を埋めて潜在的なニーズを顕在化させるという役割が期

待できるのではないかと思っているところでございます。

次、９ページでございます。ここは第３章としまして次のもう一つのテーマでございま

す東日本大震災後の不動産を巡る状況でございます。左上は岩手、宮城、福島の３県の地

価公示のものでございます。岩手、宮城は前年より下落率が縮小しているのですが、福島

は下落率が拡大しているという状況でございます。左下は土地取引の動向、前年同月比で

ございます。岩手、宮城につきましては昨年の真ん中ぐらいからプラスのほうに来ている

わけなのですが、黄色の福島については前年比のマイナスが続いているという状況でござ

います。右側は、これは新設の住宅着工戸数の推移でございます。震災後は３県とも大き

く落ち込んだのですが、その後、年央にかけて回復をしてきております。ただ、岩手、福

島は年末にかけて一時的にマイナスにもなっているという状況でございます。

次のページでございますが、左上は、これは非居住用の建築着工床面積でございます。

これは岩手では震災後落ち込んだのですが、その後おおむねプラスのほうになってきてお

ります。宮城も震災、しばらくしてからおおむねプラスになってきております。福島は去

年の９月ごろまで低調だったのですが、秋以降はプラスのほうになってきているという状

況でございます。

その右側でございますが、これは盛岡、仙台、郡山のオフィスビルの空室率でございま

す。それぞれ空室率は高かったわけなのですが、震災後、移転需要でありますとか復興関

連の需要ということもありまして、空室率は改善しているという状況でございます。特に

郡山は大きく改善しております。
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左下でございますが、これは国民に意識調査をしたものでございまして、これは震災後

に不動産について以前より気になることを聞いたものでございますが、当然の結果ではご

ざいますが、耐震性能が一番大きくなっておりますし、地盤の履歴とか自家発電とか、災

害の備えとか、そういうものについての関心、志向の変化が大きいということでございま

す。

最後は１１ページでございますが、これは２部、３部につきまして、このような１章か

ら９章という章を立てまして、それぞれ講じた施策、講じようとする施策を、政府全体の

取組を書いているところでございます。今年は９章ということで、東日本大震災と土地に

関する復旧・復興関係の施策を９章にまとめて記述しているところでございます。

土地白書の関係の説明は以上でございます。

【御厨分科会長】 ありがとうございました。

それでは、ただいまの説明になお関連して数点補足の説明があるようでございますので、

それはこれから後、続けてお願いしたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。

【西川土地市場課長】 土地市場課長の西川でございます。お手元の資料２－１という

横長のこのようなものがお手元にあるかと思います。先ほど白書の中でもご紹介がありま

したけれども、環境不動産に関して私ども昨年の１１月から今年の３月にかけまして、主

にオフィスビルなどの収益用不動産を対象として、そのビルに投資をする方、金融機関の

方、あるいはそのビルオーナーの方、不動産仲介の方など多様な関係者に集まっていただ

きまして、今後、環境不動産、日本の中で普及するためにどうすればいいかということに

ついてご議論いただいたところでございます。特に東日本大震災以降、省エネルギー性能

でありますとか、あるいは不動産の持続可能性というのは非常に高く意識されてきている

ようでございます。

そういう中で今までも幾つか先進的な例としてすぐれた、環境性能のすぐれた不動産が

出ているわけでございますけれども、それをより広く市場の中で認識していただきまして、

そのことによってさらに、例えば既存のビルも含めて適正な投資がなされて、よりよいも

のになっていくというような形ができないかということで関係者の皆様にお集まりいただ

いたところでございます。その中でいろいろご議論いただきまして、主に２つの視点が重

要だということをおっしゃっていただいております。資料の真ん中辺にありますけれども、

左側、まずこの環境不動産に関する情報の可視化、その流通の促進の観点ということでご

ざいます。
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どうしても今、環境不動産、幾つか非常にすぐれた性能のビルがございます。また、既

存のビルもかなり大規模な改修をやることによって省エネルギー性能が飛躍的に向上して

いるものが幾つかありますけれども、まだまだ少ない例でございます。そういったものは

例えばどの程度省エネ性能がすぐれているのか、エネルギー消費量がどのぐらいなのかと

いうことについてわかりやすい情報提供ということがまず必要ではないかということが言

われてきております。

最近、こういうことについてアメリカですとかイギリス、あるいはオーストラリア、そ

ういった諸外国でビルの環境性能にいわばレッテルを張って、そのことによって投資対象

とするか否かというような選別の機運も出てきていることがありますので、日本において

もどのようなビルが環境面ですぐれているか、省エネルギー性能がすぐれているかという

ことをわかりやすくするような共通の仕様のようなものがこれから必要だということを言

っていただいております。

それと同時に、今までビルオーナーのほうでも一部の熱心なビルオーナーの方は、例え

ば自分のビルでどのくらい電気を使っているかとか、エネルギーを使っているかという記

録をとっていらっしゃるのですが、まだまだそれが少ない。それを一定のパターンで記録

をとって情報を開示することによって、そのテナントにも協力を呼びかけるという形に持

っていければなということがあります。

それからもう一つは、右側でございますけれども、やはり既存のストック、既存のビル

における環境対応をこれからどう促進するかというところでございます。昨年の夏も、ま

た、それ以前からも一部のビルにおきましてテナントとオーナーが協力することによって、

ビル全体のエネルギー使用量を減らすという取組が出てきておりまして、最近ですと一部

のビルにおきましては、例えばその入り口のエレベーターホールに、今どのくらいこのビ

ルではエネルギーを使っていますとか、去年の同じ時期に比べてこのくらい減っています

ということを表示することによって、そのエネルギーの節約にも役立てる。また、その過

程で例えばビルの中の照明設備をＬＥＤに取りかえる。その費用負担をテナントとオーナ

ーが協力してやることによってビル全体としてのコストを下げるというような動きも出て

きております。

そういうまだまだ数少ない例でございますけれども、そのようなものをもっと紹介する

ことによって、こういうような環境不動産の普及というものにつなげていければなという

ことを言っております。そのために幾つかの技術的な課題ですとか、あるいは必要な調査、
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研究でありますとか、さらにその普及のために必要なことということをまとめていただい

ているところでございます。私どもといたしましては、こういうような取組を通じて、例

えばこれから日本の中では引き続きエネルギー制約はかなり厳しくなってまいりますけれ

ども、そういう中にあっても、みんなが汗水垂らして我慢するという対応ではなくて、よ

り快適な環境で、かつ持続可能性があり、かつ省エネルギー性能がいいというような仕掛

けを普及させていただければなと思っております。

以上でございます。

【開出企画課長】 続きまして資料３に基づきまして、不動産鑑定評価基準の見直しに

つきましてご説明申し上げます。不動産鑑定評価をめぐりましては、一番上に３つ枠がご

ざいますが、いろいろな動きが近年ございます。１つは日本経済活性化を進めていく中で、

不動産投資市場の活性化が非常に大きなテーマとなっております。あるいは真ん中にござ

いますが、持続可能で活力ある国土・地域づくりを進めていく中で、不動産ストックへの

民間資金の導入を図る、あるいは白書の説明でもございましたが、中古住宅流通の活性化

を図っていくことが必要である。③でございますが、日本不動産鑑定士協会連合会でもこ

ういった課題に対応するためのビジョンというものをまとめておられます。

そうした中で課題といたしまして、大きく２つございますが、不動産鑑定評価に求めら

れる非常に大きな多様なニーズが発生している。例えば証券化対象不動産の評価がより適

切なものが求められるであるとか、企業会計の中で時価評価の重要性が高まっております

けれども、そうした中での財務諸表等に記載する資産評価の適正さが求められる。あるい

は中古住宅流通の促進の観点からは、建物の適正な評価というものがよりニーズが高まる

ということでございますが、現行の鑑定評価基準がそういったニーズに十分対応できてい

るのかどうかということを検討、そういった状況に対応しまして見直す必要があるという

ことが１点でございます。

もう一つは、不動産市場の国際化を図っていく観点で、我が国の鑑定評価制度と国際基

準との違いがあるとすれば、そこの整合性をできるだけ図っていく必要があるということ

でございます。我が国の鑑定評価というのは、公的評価をベースにしておりますので、価

格の概念であるとか手順につきまして非常に厳格に定めているということでございます

が、国際的には鑑定評価の依頼主と鑑定士の間でそういったものに評価上の条件の設定で

あるとか手順等につきまして、わりと自由に設定する場面を認めているというものがござ

いまして、そういったものとの整合を図っていく必要があるということでありますとか、
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我が国におきましては、証券化対象不動産につきまして、いわゆる正常価格と違う特定価

格という言葉を使っているのですが、国際的には市場価値というものに当たるわけですけ

れども、そういった用語の整合性等がございますが、そういったものを整理していく必要

があるという必要がございます。

一番下の対応の方向性ということでございますけれども、従来、鑑定評価制度、我が国

の見直しの中でもそういった多様なニーズに対応するために鑑定評価基準と並んで価格等

調査ガイドラインというものを順次定めまして、ニーズに対応するということをしてきた

わけですけれども、そうしたことの結果、鑑定評価基準に基づく鑑定評価と基準に基づか

ないが、ガイドラインに基づく鑑定評価というような概念が今ございまして、そういった

ものの非常に概念がわかりづらいというところもありますので、整備を図るということで

ありますとか、建物評価を重視した土地から建物へという流れの中での見直し、そういっ

たものを国際評価基準との整合性を図る中で進めていきたいということでございます。

２ページでございますが、当分科会の中に不動産鑑定評価部会が設置されておりますが、

３月からこの点についてのご審議を開始いただいておりまして、当分科会からは前川委員

に部会長、熊倉委員に部会長代理にご就任いただいてございます。スケジュールでござい

ますが、３ページにございますが、現在、実務上の観点からの課題の洗い出し等をしてい

ただいておりまして、６月を目途に基本的な方向性についてまとめ、できましたら年内に

報告書をまとめたいということで進めてございます。

以上でございます。

【野村不動産業課長】 それでは、引き続きまして私不動産業課長、野村でございます

けれども、資料４に基づきまして不動産流通市場活性化フォーラムにつきましてご説明を

させていただきます。今回の土地白書のテーマではありませんけれども、不動産の価値向

上を図っていくということで既存不動産ストックへの投資を高めていく必要、それをやる

にはまさにマーケット、既存ストックが流通するマーケットをもっと活性化していかなく

てはならない。そういう観点で私どもで、今、不動産流通市場活性化フォーラムという議

論の場、研究会の場を設けてさまざまなお立場から議論をしていただいております。それ

をご紹介します。

資料４、１枚はぐっていただきます。まず、中身に入ります前に、現在まさに既存スト

ックを有効活用する、そして良質なストックの形成を図る。そしてまたその流通を促すこ

とによって、そこに付加価値を生んで、そして経済も回していく。一方でライフサイクル、
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ライフステージ、あるいはライフスタイル、そういったものに応じた住まい方を実現しよ

うという、こういう考え方が浮上してまいっております。そういう中で不動産業の世界も

まさにフローからストックという大きなうねりの中にあろうかと思いますけれども、こう

いう理念が重要政策課題として浮かび上がってきた背景には大きな２つの流れがあるので

はないか、あるいはエポックとも言うべき出来事があったのではないかと考えております。

まずは、一昨年、平成２２年６月に、これは現政権に交代した後でございますけれども、

これからの経済運営の方針を取りまとめた新成長戦略というものが閣議決定をされており

ます。この新成長戦略、ご案内のとおり人口減少、あるいは少子高齢化、財政縮小という

ふうな制約要因の中でどうやって今後の成長を確保していくかということでございます。

その中で、ここにありますように例えば個人の金融資産１,４００兆円、あるいは土地な

ど実物資産１,０００兆円、こういった我が国が持っている強みというものを生かしなが

ら、経済を立て直していこうという考え方が示されました。とりわけ、例えば住宅につい

ては、そこにあるように住宅をつくって壊す社会からよいものをつくって、きちんと手入

れをして長く大切に使う、そういう観点で政策を進めていくべきではないかというふうに

明確にここで経済のベースをフローベースからストックベースに変えていくべきではない

かという方向が示されたということが１点でございます。

それから２点目、これはやはり今回のテーマの中にもありますけれども、昨年の３.１

１という大きな未曾有の災害がありました。その復興に当たって非常に大きな私どもに対

する示唆があったのではないかと思っておりまして、そこの２段目に引っ張っております

のは、東日本大震災復興基本法の第２条、基本理念のところから引っ張ってきたわけでご

ざいますけれども、簡単に言いますと、これからの国土のあり方、単に復興を果たすとい

うことではなくて、我々が抱える共通の課題を乗り越えようとする明確な意思を持って復

興とともに新しい国土づくりに取り組んでいく、そういう施策を展開するという方向が示

されたと思いますけれども、その中でもやはり今回の災害の特徴であったエネルギー利用、

あるいはエネルギー構造の脆弱さというものとか、環境の負荷をいかに減らしてサステナ

ビリティを維持していくのか。そういう方向性を持ってこれからの施策展開を図られるべ

きだというふうな流れが出てまいったかと思います。

ストック重視という考え方、あるいは既存の不動産ストックを有効活用するという考え

方は、こういった考え方にもその礎を置くのかなと思っております。昨年、前田大臣が着

任をしまして国土交通行政も明確にその点を打ち出しておりまして、昨年１１月、これか
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らの国土交通行政の基本方針が定められた中に、一番大きなテーマはそこの３段目の箱の

中にある鍵括弧、持続可能で活力ある国土・地域づくりの推進の中で循環型社会への移行、

あるいは安全・安心な社会の実現、そして経済の活性化ということがうたわれましたけれ

ども、その中でもこういう不動産流通市場の活性化というものは位置づけられております。

それで、これをもう少し具体の政策ベースに引き当てると最後の段でございますけれど

も、上２つは今ほど繰り返し申し上げたような既存ストックの活用ということで環境負荷

の提言を図るとともに、既存ストックの質を高めていこうというテーマ、それから、産業

政策としては例えば不動産に係る関連産業の有機的な連携を確保して多様な消費者ニーズ

に的確に対応していくような方向性、そして宅建業という具体的な産業分野の、いわゆる

サービス水準を向上させて、そのコンサルティング機能を向上させていく。そしてまた新

たな事業分野への展開を図っていく、こういうふうに位置づけた上でこの不動産流通市場

を活性化していこうということでございます。

次のページでございますけれども、この議論をするに当たって何を議論するかというこ

との中身ではありますけれども、乗り越えるべき現在の市場が抱える課題として大きく２

つ設定しております。１つは取引に当たって消費者の求める情報が適時的確に提供されて

いないのではないか。要は中古ストックを得ようという際のさまざまな不安とか、疑いと

か、迷いといったものが現在の状況では払拭されていないのではないか。それはとりもな

おさず、そこの下にあるようなさまざまな品質にかかわるような情報であるとか、耐震性

能、省エネ性能といった性能情報、あるいは昨年の災害でも明らかになった、むしろ、そ

の上物が乗っかっている地盤の安全性、そして一番大切な価格の要素というふうなものに

関する情報がないのではないかという点であります。

それと２番目ですけれども、不動産事業者等が消費者のニーズに十分こたえられていな

いのではないかという話。ユーザーの窓口といいましょうか、接点となる事業者がもう少

し付加価値の高いサービスを提供できないかという観点であります。そこにありますよう

な顧客からの物件にかかわる問い合わせに対する的確な対応、あるいは住宅診断という分

野ですが、インスペクションとかリフォームといった相談にも十分にこたえられていない

のではないかとか、あるいは物件の価格査定の透明性が確保されていないのではないか、

そういうふうな観点で今議論をしております。

もう１枚はぐっていただきますと、フォーラムのメンバー２７名のご紹介をさせていた

だいております。これはほぼ不動産流通にかかわる、ありとあらゆると言っては過言です
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けれども、さまざまな分野の事業者の方に入っていただいております。もちろん流通にか

かわる団体からは当然のことながら、住宅にかかわる情報提供事業者、そしてその関連の

新規供給に係る分譲事業者、ハウスメーカー、ハウスビルダー、あるいは資機材の関係、

あるいは最近の新しい業務形態、いわゆる買い取り再販とかリフォームとか、ワイ・ジャ

ストというのは、ヤマダ電機の子会社である。そういう異業種からの参入等々、あるいは

不動産鑑定業、建築士、そして瑕疵保険・インスペクション・エネルギー性能評価、それ

から、マンション評価といったような、こういった周辺分野の方々にも入っていただいて

おります。

それで、最後のページですけれども、フォーラムということでありますので、全員参加

の全議論ということでありまして、主に参加の委員の皆様からのプレゼンをしていただく

ということで、例えば今ご紹介した情報という切り口であるとか、不動産事業者のコンサ

ルティング機能という切り口で毎回参加者、参加委員の方からご提言をいただく中で、全

員参加の議論、そしてさまざまなご意見をいただいております。最終的には今年の６月に、

これはフォーラムのクレジットで何かの結論を書くのではなくて、これからの流通市場活

性化のためのさまざまなご提言、示唆をさまざまな方向に提言するという形の取りまとめ

をする予定としております。

以上でございます。

【小善総務課調整室長】 それでは、続きまして総務課の調整室長の小善でございます

が、資料５の被災地の土地の境界や権利関係の明確化への取組についてご説明したいと思

います。

まず、表紙にございますように大きく中身は３つございまして、１つは東日本の復興特

区法に基づきまして幾つかの土地に関する特例を設けましたので、その説明をさせていた

だきます。２番目が土地の境界の明確化ということで地籍調査の関係の取組を説明させて

いただきます。また、３番目としまして土地の所有者を探すという調査を行う公共団体を

支援するということの取組を紹介したいと思います。

１枚めくっていただきまして１ページでございますが、ここは東日本の震災の特区法に

おけます土地に関する特例の概要を書いたものでございます。背景のところにございます

ように境界の明確化が困難な土地が多数発生しましたし、または行方不明者とか、避難先

が把握できないという方も多く出てきているところでございまして、そういうことが復興

の妨げになるおそれがあるということでございます。課題としましては、１つは地籍調査、
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土地の境界の明確化の中に地籍調査があるわけなのですが、これは東北は後ほど資料があ

りますが、進捗率は高いのですが、やはり一部未実施だったり、進捗率が低いところがご

ざいます。ただ、地籍調査の実施者というのは公共団体に限定されておりますが、公共団

体による実施が難しいというところもございますので、今回、国が地籍調査を代行すると

いうことを可能にする特例を設けたところでございます。

もう一つは筆界特定制度というのが不動産登記法の世界にございます。これは筆界を特

定するように法務局に申請しまして、登記官にここですと決めてもらう制度なのですが、

これの申請者が所有者に限定されているというところでございますが、事業の実施主体も

申請可能にするという特例を設けたということでございます。もう一つが事業のための測

量、調査ということでして、土地への立ち入りとか、試掘とかが必要なのですが、普通、

その場合、所有者とか占有者の了解が必要なのですが、やはり所有者が行方がわからない

ということであれば、そういうことが困難になるということで、市町村の許可等の手続を

経れば、そういう立ち入りをしたり、試掘をしたりするということは可能になるという制

度を設けたところでございます。

１枚めくっていただきますと、次からそれぞれ若干説明しているところでございます。

まずは地籍調査の代行でございますが、これは先ほど申したとおり、地方公共団体の行政

機能の低下とかで地籍調査を行うというのが大変なときに国が代わって行うということが

ございまして、下のほうの制度概要を見ていただきますと、復興整備事業なりを記載する

復興整備計画に地籍調査代行のことについて書いていただければ、国土交通省による地籍

調査が可能になるということで、今幾つかの市町村から具体の相談を受けているような状

況でございます。

次が３ページでございますが、これは筆界特定の申請の特例でございます。用地取得す

るためには、当然、境界が定まっていないと買収もできないわけなのですが、なかなか所

有者間で争いがあるとか、そういうときには筆界特定という制度を使って決めていただく

ということが方法としてあるわけなのですが、その真ん中の左にあるように用地買収され

るための土地の境界を自分の時間と費用で所有者が申請することはなかなか期待できな

い。これは申請費用と、あと測量費用とかで場合によっては数十万かかるということもご

ざいます。

さらに右側でございますが、申請者が所有者に限定されているということでございます。

その下でございますが、もう一つの要件のところでございますが、所有者の承諾というこ
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とがあるのですが、所有者の所在不明の場合は承諾不要ということでございまして、例え

ば争っている土地の片方は所有者がいるのですが、もう片方が所有者が不明というときに

も、その方が不明であればその方の承諾を得なくて事業の施行者が申請できるということ

を可能にしておりますので、用地買収の促進とかに貢献できる制度ではないかと思ってお

ります。

次が４ページでございますが、これは土地の立ち入りとかの特例でございます。復興整

備事業のためには、その前段として測量とか調査を行って試掘をするというようなことが

必要なわけなのですが、原則としてはその所有者なり占有者の了解を得て入るということ

になっております。ただ、個別法においてそういう規定が設けられているものもございま

すが、その制度の概要のところにありますように、「例えば」とありますような防災集団

移転とか公営住宅、例えばこういうものについては、そういう仕組みがそもそもございま

せんし、また、各法律によって手続がいろいろばらばらでございますので、そういう手続

を統一化するという意味と、今までそういうことができなかった事業においてもできると

いうことになることで復興整備事業の円滑化に寄与するのではないかと思っているところ

でございます。

次が５ページでございますが、土地の境界の明確化の取組ということでございます。今

回の地震で左にありますような大きな地殻変動がありまして、震災によって図面と現況に

ずれが発生したところでございますが、これは国土地理院なりがずれの量を把握するなり

いたしまして、被災地の地籍調査の進捗率は高いものでございますが、その終わっている

ところの地図につきましては、ずれを修正するということを法務省と連携して取り組んで

いるところでございます。その下にございますように全国平均は５０％なのですが、岩手

は９０％、宮城８８％、福島は６１％というような状況でございます。

次でございますが、そうは言いましても地籍調査の未実施のところがございまして、や

はり境界がわからないといろいろな公共事業なり、民間の復興の支障にもなるということ

でございます。その左側でございますが、地籍調査が未実施の地域につきましては、国の

代行制度もあるわけなのですが、それ以外にもまずは官民境界を国が直轄で調査するとい

うことを昨年の３次補正、今年の当初予算でやっておりまして、仙台市の宮城野区の蒲生

ほか８市町で既に実施をしているところでございます。

次のページがご参考でございますが、縦で見にくいのですが、地籍調査の進捗の状況で

ございます。青色が浸水地域のうち地籍調査の実施がされているところで、赤色が浸水地
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域のうち地籍調査が未実施のところでございます。右側の拡大したところを見ていただき

ましても、進捗率の高いところでもやはり海岸の浸水したところはやはり一部未実施のと

ころが残っているというところがありまして、そういう地域において今言ったような手法

が活用できるのではないかと思っているところでございます。

次、８ページでございますが、これはもう一つ、所有者情報調査の支援ということでご

ざいまして、先ほど申しましたように行方不明になっておられたり、または遠隔地に避難

されていたりということで所有者の確認が難しいという場面がございます。やはり復興事

業をやるに当たって、そういう所有者を探すということが前提として必要なのですが、ど

ういうふうに探したら効率よくできるかということを、まず左下にありますように３県の

６市町で実際ケーススタディーのようなことを行いました。

その下にございますように登記簿とか、課税台帳、避難者名簿とか、戸籍等いろいろ追

跡調査しまして、現地の聞き込みとかもやりまして、どういう手法で、どういうことで順

序立ててやっていけば所有者の情報を探しやすくなるかということを整理いたしまして、

その右側にございますようにマニュアルを作成したところでございます。これは既に作成

しまして２２７市町村に配布するとともに、３月にはそれぞれ盛岡、仙台、福島で説明会

も開催したところでございます。９ページはそのマニュアルのフローなりの概略でござい

ます。ご参考までにつけております。

説明は以上でございます。

【御厨分科会長】 ありがとうございました。

それでは、以上の説明を踏まえまして各委員の皆様からご意見、あるいはご質問等をい

ただきたいと思います。どなたからでも結構でございます。挙手をしていただいてご発言

をいただければと思いますが。

それでは、前川さん。

【前川委員】 ２点あるのですけれども、白書についてはよく整理されていて、私もデ

ータとして利用させていただいているので、これに対して特に意見はないのですけれども、

意見というか、不動産の価値の向上に関して老朽化不動産という定義があるのですけれど

も、築年次が古いのがイコール老朽化ということだと思うのですけれども、これはむしろ

質という形で今後はとらえていったほうがいいのではないか。いわゆる欧米で築３０年以

上のものを老朽化不動産と言うかどうか、少し疑問に思うんですね。

日本の場合は地震があって、旧耐震、新耐震というのがあって、３０年以上のものはそ
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ういった問題があるということだと思うのですけれども、これは老朽化ということではな

くて、あくまでも質の問題ですよね。旧耐震のものがあって危ないということであって、

それから、築年次が古いからといってメンテナンスがきちっとしていれば、これは別にい

いわけでして、そういう面では築年次だけで、まあ、意図はわかりますけれども、築年次

が重要な質を判定するもので意図はわかりますけれども、今後はやはり築年次だけではな

くて質という観点から整理されたほうがいいのではないかなというのが１点です。修正し

てくださいということではもちろんありません。

それから、中古住宅市場に関してですけれども、流通市場に関してですけれども、既存

のレインズデータとか、そういったものをもっと活用する必要があるのではないか。研究

者が利用することはできないのですけれども、既存の流通市場がどうであるという状況を

検討する上で、データの信頼性とかは少し問題があるかもしれませんけれども、今とれる

データの中でレインズデータ、中古流通のデータの中でレインズデータが一番信頼性があ

るような気がするのですけれども、そういったレインズデータを利用することによってマ

イクロな分析が可能になります。市場の滞留期間の分析とか、売り出し価格と成約価格の

関連とか、あるいはもう少しあれすれば登録をして売却する確率というデータもとろうと

思えばとれるのではないかと思うんですね。

不動産に関してかなり重要な問題というのは流動性だと思うんですね。価格は取引され

たものであって、やはり不動産の価値を判定する上では、本来、価格だけではなくて流動

性がどの程度あるかということが重要な指標になると思うんですけれども、少なくとも今

のデータの中ではレインズデータの活用によって少し接近、完全に接近できるというわけ

では、もちろん金融市場の流動性、債券の流動性を図るのと全く意味が違いますから、デ

ータがない中でこういったものの活用した分析というのがやはり必要になってくるのでは

ないか。それから、お願いとしては、研究者もこういったデータを使えるようにしていた

だければいいかなと思います。

以上です。

【御厨分科会長】 事務局のほうから何か。

【小善総務課調整室長】 まず、１点目でございますが、おっしゃるとおりだと思いま

す。今回、問題提起というか、こういうのが重要な課題だということを言いたいというこ

とで、こういうデータを使わせていただいたのですが、ほんとうは古いから悪いというこ

とではなくて、古くてもいいものもあるということでちゃんと質の情報を出していけるよ
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うにしなければいけないと思っております。

耐震に関しては、そもそも耐震診断を受けている物件が少なくて、旧耐震時代のもので

果たしてどれだけほんとうに耐震性があるかどうかというデータもないものですから、本

来やはりそういうところを耐震診断して耐震性能をちゃんと市場に示せるような、そうい

うことを取組としていかしていかなければいけないと思っております。おっしゃるとおり

でございまして、古いから悪いということではないと思っておりますし、先生がおっしゃ

るような姿勢でやっていきたいと思っております。

【野村不動産業課長】 不動産業課から補足いたします。今の点につきましては、同じ

話ではありますけれども、まさに市場に質にかかわる情報がいかになかったか。唯一築年

ということが、これはクリアな問題ですから、逆に言えばほんとうに不動産の価値は築年

でのみ判断されているという、そこを先ほどのご紹介ではないですけれども、それだけで

は消費者、例えば流通させるということにおいても消費者の不安は払拭されていない。先

生のご指摘のとおりだと思います。これからの重要な課題としてやはりストックの質をど

ういうふうにきちんと見極めて、それをどうやって提供していくか、まさにフォーラムの

議論の対象にもなっておりますけれども、大きな課題だと考えております。

それから、２点目でございます。レインズデータのお話でございます。大きく２つに分

けてお話をさせていただきたいと思います。１つは、今、先生もおっしゃった学術といい

ますか、学究目的の利用でありまして、どうしてもレインズデータは、例えばそこにレイ

ンズに掲げられている間は消費者から預かっている物の情報であり、あるいは事業者さん

の情報であるということもあって、これまでなかなか、もちろんその結果の実績のデータ

も含めて、レインズ側のほうで少しそれをその他の目的に利用するということについては

躊躇があったということではありますけれども、前川先生の今のご指摘も含めていろいろ

なご指摘がありまして、レインズ側とも話をして、例えばそれを学究的に使って、その成

果がまたフィードバックされて、それ全体としてさらにそれが流通市場の活性化という点

で働くならば、それはレインズそのものの存在目的と大きく矛盾はしないのではないかと

いう議論もいたしました。

とりあえず昨年、東日本レインズとはそういう話をする中で、たまたまそのデータを利

用したいという申出がありましたものですから、１つ前例というか、実績としましては、

とある大学との間で、あくまで統計的な利用ということ、もちろん学術の中で統計的な利

用ということで個別のデータにはメンションしないという前提で、そのほかにも守秘とか
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いろいろなことがガチガチに協定をつくりまして、それで提供して、実際、その論文を書

いていただいて、なおかつ公表まで至っておりますので、そこはひとつブレークスルーし

ながら、ただ、４レインズの中の１つと今それをやったので、その他のレインズとはまた

少しこれからというところが残っておりますので、少しでも進むようにしていきたいと思

っておりますが、一応、実績は１つつくりました。

それから、レインズデータそのもの、あるいは今もレインズデータの成約情報は、レイ

ンズ・マーケット・インフォメーションということで、これも統計的には見せております

けれども、これはまさに流通市場の１つの市場環境という中で、レインズデータを活用し

ながら、そこもいわゆる不動産に係る情報ということで何かつくっていけないかという問

題意識も持っておりまして、これは学術目的ではなくて、まさに流通市場活性化という本

来のレインズの目的のために、さらにもう少し機能強化みたいなものを図っていかなくて

はいけないのではないかという問題指摘もまさにフォーラムの中で出ております。これも

取り組んでいきたいと思っております。

【御厨分科会長】 では、森泉さん。

【森泉委員】 白書については、私も大変よくまとまっているように思われますので特

にありませんけれども、３点ほど少し気がついたことを述べさせていただきたいと思いま

す。

まず、環境不動産に関してです。少しお聞きしたいのは、この環境不動産は社会全体で、

有効利用という観点では非常に重要な点だと思います。しかし、これが、各オフィスビル

の賃料にどの程度はね返るのかという点が少し気になります。要するに入居しようという

人たちの光熱費等の削減にはなるけれども、賃料が非常にアップしてしまうと、入居者に

とってインセンティブが落ちてしまうのではないかなという気がしたので、そこの辺を少

し教えていただきたい。マイクロとマクロ全体に関する齟齬とまではいかないですけれど

も、スムーズにいっているのかなという点をまず第一にお聞きしたいということです。

それから、先程前川先生もおっしゃっていたのですけれども、不動産の価値を上げると

いうことはものすごく重要なことで、今、指標が３０年しかないということなのですが、

やはり単体のみを考えても、例えば電線がすごくいっぱい見苦しく張りめぐらされている

ようなところで２軒、３軒きれいになっても、私はそれは不動産の価値が上がったという

気はしないですね。ですから、単体発想ではなくて、もう少しエリア発想で不動産の価値

を上げていくという視点が必要ではないかと思いました。
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それから、最後は既存のストックの有効活用なのです。これはフォーラムの方たちの中

でどういう議論が行われているかわからないのですが、日本において中古住宅が流通しな

いというのはいろいろな理由があるわけです。その中で１つは家計あるいは、世帯のモビ

リティが非常に低いということにあります。それもいろいろな職、アメリカのように職業

を変えたり、職場を簡単に変えていくということがないので、非常にモビリティが低いと

いう先ほどのデータが示している訳です。もしそうなら、それをもう所与として、売買の

ときのみにさせるのではなくて、長期に長く使わせるようにする、使ってもらうようにす

るということは非常に施策としていい方向だと思います。売買をさせるということが片方

ではあって、もう一つはそのモビリティが低いのを所与としてそのままで長く使ってもら

うという２つの方向があると思うんですね。

その取引をしてもらうためには、多分、ご議論があると思うのですけれども、これは課

税、タックスとの関連が非常に強いと思うので、その辺の議論はどういうふうになされて

いるのかなというのをお聞きしたい。もう一つはモビリティが低いということを所与とし

て長く使うという場合には、最後が一番問題だと思うんですね。要するに高齢化した場合

は、ずっと高齢者がそこで住んでいて終わりにするというときに、やはり高齢者にはそう

いう能力が、リフォームだ何だという能力がないので、それに対する施策をどういうふう

にお考えになっているかということをお聞きしたい。３点です。

【御厨分科会長】 では、３点、よろしくお願いいたします。

【西川土地市場課長】 最初の環境不動産のご質問の関係でございます。残念ながら、

賃料にどのくらい影響するかという分析ができるほどまだ事例があまり多くありません。

今の幾つかの事例ですと、環境対応のための改修をしたビルがもう満室状態がずっと続い

ているとか、そういう証左はあるのですけれども、まだ特に東京のマーケットですと、今、

オフィスビルの供給が多い段階なものですから、そういう投資をしたビルのほうが賃料が

明らかに統計的に高いというところまで証明するところにまだ至っておりません。まさに

そこが今この環境不動産懇談会でも言っておりますけれども、そういう省エネ性能と例え

ばビルの賃料の関係とか、そういったデータをもっともっと集めなければいけないという

段階でございます。まさに先生がおっしゃるような課題が今浮上しているという状況でご

ざいますので、また引き続きそういったデータを集めて、あるいはその事例を集めて情報

提供していきたいと思っておりますので、よろしくお願いします。

【小善総務課調整室長】 では、私、２点目、３点目に答えまして、補足があれば野村
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課長にまたお願いします。

価値を上げる取組を単体で見てもというのはおっしゃるとおりで、町並み全体の価値向

上というのは必要な施策だと思っております。今回、そこまで取り上げる余裕はなかった

わけでございますが、ただ、資料の中でも先ほどＤＢＪのグリーンビルディングの認証制

度というのがございますように、これなども例えばビルの単体ではなくて、周辺環境とか

コミュニティというのもその要素として入っておりまして、景観とか地域との関係とか、

そういうものも認証の評価基準に入っておりますので、そういうものも含めた価値向上と

いうのは、これから大事だろうと思っております。

また、３点目の中古はモビリティが低いという話でございますが、これもなかなかいろ

いろなデータがあって、ほんとうに低いのかどうかというところはございまして、例えば

リクルートが以前調査したのですと６０歳以上の持ち家の方に持ち家購入回数は１.８回

で、アメリカの場合は２.８回だというようなデータもございまして、ただ、アメリカの

方の場合、その買うまでに４.５回ぐらい引っ越ししているとか、そういうのもございま

して、持ち家だけ見るとそんなに違わないのではないかなというデータもあります。

ただ、アメリカよりも低いということは事実だと思いますので、いいものを長く使って

もらうという政策が必要だろうと思っておりまして、それは住宅政策においては、例えば

長期優良住宅の制度というのがありまして、あれは修繕計画などもつくって認定を受ける

わけでございまして、いいものをつくって、それをずっと長く使ってもらうという政策だ

ろうと思っております。先生がおっしゃったように最後に長く使うときに高齢者にリフォ

ームの能力がないというのは、そこもおっしゃるとおりでございます。

ただ、今やっている政策としては、例えば住宅金融支援機構などがリバースモーゲージ

でリフォームの費用を貸すというようなこともやっておりますし、また、移住・住みかえ

支援機構というところが高齢者の方が今までの持ち家を人に定期借家で貸して、その賃料

などをもとにして自分は高齢者の賃貸住宅に移っていくというような制度もやっていると

ころでございます。そういう面も含めて取り組んでいかなければならないと思っておりま

して、白書においては、今回、そこまでの分析はできていないところでございます。

【野村不動産業課長】 若干補足させていただきます。実は私どもの局ではないのです

けれども、住宅局のほうでリフォームを進めていくトータルプランみたいなもの、そして

もちろん、そこは中古住宅流通ということも含んでいるのですけれども、そういう１つの

取りまとめをしたときのスコープの中には、実は住環境、町並みの整備というところまで
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入っております。その不動産価値を持つためには単体の価値だけではないと、それはおっ

しゃるとおりで、エリアの価値を高めていくということが必要だということで、これは私

どもの局だけではなくて、住宅局であるとか、都市局の施策と総合的に展開していく必要

性はあろうかと思っておりまして、森泉先生のご指摘も、それは全省として受けとめてい

かなくてはいけないと思っています。

実際いろいろ、特に地方に行って宅建業界の話を聞きますと、実はエリアマネジメント

的な世界に事業者の方も参加している例が結構あります。今、一番端的には空き家の問題

がありまして、当面は空き家の問題、有効利用というよりも外部不経済を結構出している

中で除却をどうするか。そういったところがまだ結構表立った課題ではあるのですけれど

も、そういった中で例えば事業者などがそういうエリアの問題、地域の問題に実は参画し

つつあるという例が示されているところもありまして、これは不動産業の世界としても、

今、ご指摘のような、単に１つのものに着目した産業であるだけでよいということではな

くて、そこら辺も視野に置いて考えていきたいと思っております。補足でございました。

【御厨分科会長】 それでは、髙木さん、お願いいたします。

【髙木委員】 さっきの環境不動産の問題なのですけれども、環境不動産として投資を

しても、それが供給者側から言うと、投資したなりの賃料が取れているかというと、取れ

ていないんです。ですから、入ったテナントさんは確かに水道光熱費が安くなる。それは

計算にはあると思うのですけれども、それだけではどうもあまりインセンティブにならな

いようで、ですから、例えばそういったビルでは事業所税を少し考えてあげるとか、何か

そういった税制面でのインセンティブなども出ると少しそういう差がもっと認識されるの

かなと。

供給者側から言うと、環境不動産にすればするほど、その維持費のコストがかかるんで

すよね。かかるんだけれども、何とか今の世の中の趨勢に合わせてやっていきたいという

のが、今、実情で、やむにやまれぬ方向なので一生懸命やっているというところが実情で

すね。ですから、賃料に際立った差が同一地域で出ているかというと、出ていないという

ほうが正解だろうと思いますね。すみません、一言だけ。

【御厨分科会長】 事務局、いかがですか。特にございますか。では、ほかの委員の方、

どうぞ。渡井さん、どうぞ。

【渡井委員】 私も中古流通市場について１つお教えいただきたいと思ったのですが、

欧米で、特にアメリカでこれだけの規模の取引があるということは、やはりリフォームに
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よって相当不動産の価値が上昇するのであろうと想像いたします。日本の場合ですと、先

ほどもお話に出ていたトータルプランなどに期待するところも大きいとは思うのですが、

それによって欧米と同じ状況になるのかどうか。特にこれから増えるであろうマンション

といった共同住宅の中古の物件ですとか、あとビルですとか、やはり部屋の中をきれいに

しても共用部ですとか配水管などを巡って、リフォームをするにしても一定の限界があり

そうなように思うのですが、今後、欧米のように価値がそこまで上がるというふうに言え

るのかどうか。何か外国に特有の事情などあるようでしたら、お教えいただきたいと思っ

ております。

【御厨分科会長】 では、事務局、いかがでしょうか。

【野村不動産業課長】 先ほども触れました、日本の場合、中古ストックの、特に価値

査定、価格査定という中でどうしても築年の物差しというのが相当強く働いてきたという

ことはあろうかと思います。増価行為というか、リフォーム投資をしても、それが評価さ

れる仕組みそのものもほんとうにそういうツールとしてあったかどうかということだろう

と思います。これから流通市場活性化、今、フォーラムの中でまさに議論している点でも

ありますけれども、大きく価格の透明性というのもさることながら、正当な価格評価をど

うしたらいいか。これは少し取り組まなくてはいけない。

きょう、企画課長のほうからもありましたけれども、これは価格査定そのものではあり

ませんけれども、不動産鑑定評価基準の見直しの中に、特に建物評価というものを少し着

眼点として取り上げておりますけれども、そことも連動しながら少しこれからは単純に築

年のみに終わらない価格評価のあり方みたいなものに取り組んでいかなくてはいけないか

なと思っております。

それと、欧米はストックが回っております。そして、きちんとしたリフォームがなされ

る。１つあるのは、それぞれ実は分業体制、ご案内のとおり特にアメリカなどは不動産流

通にかかわるさまざまな手続が専門家によってそれぞれ担われております。価格評価をす

る専門家もおります。それから、それ以前に物件の権原調査をしっかりやる。デューデリ

をやるような専門家もいます。それから、決済をする、お互いに行き違いがないような決

済のみ、エスクローという手続もあります。もともとエージェントとして、売り主側のエ

ージェントと買い主側のエージェントとはっきり分かれておりまして、それぞれがそれぞ

れのクライアントのためにきちっと代理となって手続をするというふうに、結構、専門家

による分業体制がありますので、そういう中で翻って日本の市場を見ますと、先ほどまさ
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に不動産事業者がほんとうはワンストップでできればいいのですが、なかなかそういった

他のサービスを紹介するようなこともできずに単発、単発、この売買は不動産事業者、そ

れを買った後に、じゃあ、リフォームしましょうかという形で、そこら辺が有機的な連携

が図られていないという点はあろうかと思います。

先ほども実は、森泉先生のリフォームを高齢者はできないという話もあるのですけれど

も、そういうそれぞれ、これもどの事業者が安心して頼めるかみたいなところをできるだ

け、例えば不動産事業者さんがワンストップでそういったところも、自分ができなくても

きちんと信頼できる人を紹介できるとか、そもそも商品としてリフォームもきちんとやり

ます。その増改した部分も含めてリフォーム権も含めて例えばどんなアレンジもできます、

瑕疵保険もつけますという、そういうふうな付加価値の高い商品を提供できるような、そ

ういったこともやっていかなくてはいけないと思っていまして、これからそれを成し遂げ

ていくためにはどうしたらいいのかということを取り組んでいきたいと思っていますが、

実はそういうことを取り組み始めている１つのビジネスモデルも出てきておりまして、ア

メリカのように一遍にいかないとしても、できるだけそういうふうな新しい先進的なモデ

ルをぜひ成功事例として他の事業者さんも共有できるような、そういったこともやってい

かなくてはいけない。

もともとそういうモデルをつくる、そのきっかけづくりから実は今始めているのですけ

れども、中にはもう出てきております。そういったものをできるだけ進めていく中で、ア

メリカのように一遍にいかなくても、そういう付加価値の高いサービス、それができるだ

け連携されて、それぞれの専門家がきちんとその中で力量を発揮して消費者のニーズがで

きるだけトータルでかなえられるような、そういうモデルをつくっていくというのが、今、

当面する流通市場といいましょうか、不動産業の、特に流通業の課題ではないかと考えて

おります。

【小林委員】 よろしいですか。

【御厨分科会長】 それでは、小林さん。

【小林委員】 今の話、野村課長がおっしゃったことは大きな枠組みとして、そのとお

りです。、ただ随分前ですけれども、中古建築物の評価の委員会を数年間かけてやって、

そこに若干かかわったのですが、そのとき欧米の中古市場が活性化する１つの要因として

は、例えばアメリカでは住宅が市場に出された場合、この建物をどういう形で、何年間か

けて改善していったかという履歴が必ずしっかり残っている。だから、それを見ると、こ
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の建物はどういう状況に現在あって、過去にどういう改善をやったかというのが情報とし

て比較的容易に理解できるという、そういう市場があるという話を聞きました。例えばそ

ういう、まさに今回議論に出ている不動産の情報提供、その枠組みが日本とアメリカでは

大分違うのではないか。そういうことをやるためには、野村課長がおっしゃったように専

門の職があって、それをしっかりやっていくという、そういう土壌がベースにはあるので

はないかと思っております。

今のつなぎの話なのですけれども、それ以外に私の話をさせていただきたいと思います

が。

【御厨分科会長】 どうぞ。

【小林委員】 きょう、土地白書のポイントをご説明いただきまして、大変わかりやす

くご説明いただきました。ありがとうございます。３ページにある内容について先ほど前

川委員から建築時期が古いのが問題か、そうではないだろう、質だろうというお話があり

ました。そのとおりなのですが、ただ、最近、マンションについていろいろ委員会で、様

々な技術分野の専門家と議論していると、やはり築年数が古い。特に旧耐震の居住建物と

いうのは相当問題だな、おおむね問題だなという話がございました。

ここで、３ページで住宅についても昭和５５年以前に建築されたのが約３割を占めると

いうコメントが入っているのですが、私はこのコメントも重要ですけれども、もっと重要

なのは、その後ご説明いただく中古市場の流通を図るという意味では、むしろ５０％以上

が築２０年より新しい建物があるということのほうが重要で、その右側に出てきている不

動産投資における築年数の許容限界、例えば２０年以内であれば５０％の人が許容限界だ

と言っている。そういう建物が大量に存在しつつある。そういう時代に変わってきている。

これをいかに利用するかという議論をやるべきではないか。

たまたま今、国交省の住宅局で前田大臣の肝入りで共同住宅の改修の議論をやって、技

術的な改修の議論をかなりギリギリやっているのですが、その議論でも築３０年以上の旧

耐震の建物は、そこに改修のコストをかけてどれだけコストパフォーマンスが上がるかと

いうと相当問題で、これはむしろできるだけ安全という基本は確保するけれども、現在、

住んでいる方、高齢者を中心として現在住んでいる方が住み続けられるような仕組みのほ

うがいいのではないか。むしろ、築２０年より新しい分譲マンションが市場に出て流通し

ている。

そのための改修をどう効率的にやってコストパフォーマンスを上げるかということが重
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要ではないかという議論になりそうなんですけれども、私が勝手に判断しているので、委

員会がそういう結論になるかどうかわかりませんが、そのように考えると、むしろこれは

築２０年より新しい建物がこれだけ日本の社会にストックとして存在するようになった。

それをむしろ中古住宅市場に豊かに供給できるような仕組み、それは情報提供その他さま

ざまな問題もあるのですが、現在、委員会でやっているのは、我々、若干専門家もわから

ないような、それぞれマンションを改修すると幾らコストがかかって、どういう改善がで

きるのかという詳細なデータを今つくって、大変なボリュームの資料になると思うのです

けれども、それをできるだけコンパクトにそれを使う一般消費者にわかるような、そうい

う情報提供をするということが重要ではないかと思っているというのが１点でございま

す。

それからもう１点よろしいでしょうか、時間。

【御厨分科会長】 はい。どうぞ。

【小林委員】 もう１点は、先ほどエリアで考えるというお話、まさにそのとおりで、

従来からエリアマネジメントというのをかなり重要視して、中心市街地でやってきたんで

すけれども、最近は確かに住宅地でもそういう発想がかなり出てきて、特に先ほどご説明

がありました空き室、空き家が出てきている。あるいは空き地が出てきているところは、

そのことによって地域の価値が下がっていってしまうのではないか。将来的に下がってい

ってしまうのではないかという懸念を抱いている自治体があって、それは固定資産税にま

ともに影響が出てくる可能性がありますので、そういう懸念を抱くのは当然のことなんで

すね。

中心市街地であればどのようにしたらいいのかということですが、中心市街地であれば

いろいろな事例があるように、そこに権利を持っている企業の方々が集まってエリアマネ

ジメント活動をかなり全国で展開を始めています。また新たにつくられる住宅地について

は、あらかじめ考えてそのエリアで今後しっかりマネジメントをしていく仕組みを今導入

するような、そういうエリアマネジメントがついた住宅地の新規供給というのが始まって

いますが、既成市街地でどうするかという議論をしたときにやはり先ほど野村課長がおっ

しゃったように、宅建業界を中心として地についた活動、地域密着を実現できる者がその

地域、地域地域で営業しているわけですから、そういう宅建業界が、その地域に根差して

自分が営業上関わる不動産の価値を維持し、高めるような形で業を営むということが私は

必要かなと思っています。先日、野村課長にもオブザーバーで出席いただいて、そういう
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民間事業者が集まって、宅建業界を中心としてそういう提言をしたばかりでございます。

そのことが必要かなと思っております。

それからもう１点だけお話ししたいのは、私は、これから人口が縮減し、市街地も縮減

している中で、郊外部の不動産のあり方というのは相当問題かなと思っております。その

ときに２０世紀に郊外部に社会資本投資した代表は団地なんですよね。団地を２０世紀、

特に大都市圏を中心に相当社会資本投資整備をしてきました。今、そういう意味での基盤

としてのストックが充実した団地がたくさん大都市周辺にあります。その中に実は住宅自

体は老朽化しつつあって、それをどうするかという議論があって、それをいかす、要する

に団地ストックをどうやっていかすかという議論がこれから重要かなと思います。２０世

紀に投下した社会資本を２１世紀にいかす手だてとして、不動産をいかす手だてとして団

地に注目し、団地を拠点としてその周辺の地域の活性化を図るというような仕組みも森泉

さんがおっしゃったようにエリア全体で考えるということにつながるのではないかと思っ

ております。質問ではありません。意見でございます。

【御厨分科会長】 ３点、今、小林さんからご意見をいただきましたが、それでは、事

務局のほうから何かあればよろしくお願いします。

【小善総務課調整室長】 マンションの築年数の話でございますが、今、手元のデータ

を見ますと、マンションの場合、６割が２０年以内になるということでございまして、そ

ういう意味でもそういうストックをいかしていくということは重要ではないかと思いま

す。宅建業の話は置いておきまして、郊外部の話はおっしゃるとおりだと思っています。

社会資本投資を行って、そのストックがあるわけでございますので、ただ、住宅が老朽化

しているということで、一部、条件のいいところでは建てかえとかが行われておりますし、

また、一部いろいろ若い人の間では、そういう団地マニアみたいな方がいて、団地の方を

リノベーションして周辺環境が緑とか多くていいものですから、そういうところに若いと

きに子育てのために住みたいというような動きもあるようでございますので、そういうこ

とを含めて、我々の局だけでというわけにもいきませんけれども、重要な課題ではないか

と我々も思っているところでございます。

【野村不動産業課長】 ２点目のご指摘、すみません、きょう、ほんとうは不動産業の

話ばかりしていてはいけないのですけれども、ご指摘がありましたので一言だけ話をさせ

ていただきます。小林先生がおっしゃいましたように、小林先生に座長を務めていただい

た外郭団体のほうで、特に中小不動産業者のこれからのあり方という中で、端的に言えば
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２つのキーワードが示された。それが顧客密着という考え方と地域密着。顧客密着という

のは、まさに例えば先ほどの話にもあったのはさまざまなサービス、あるいは高齢者にリ

フォームの甲斐性がないというときに、そこも含めてどういうサービスを提供しているか

ということで、単に仲介とか売買とか点のサービスではないというような顧客の１つのラ

イフサイクルそのものとつき合っていくような考え方だろうと私は解釈しております。

それと地域密着、これはどちらかというと地域の価値を高めていけば、それは翻って、

当然、不動産事業者の価値というか、商売の例えば地価が上がりますとか、物が動きます

とか、そういう中で、これは最近の言葉で言うと新しい公共ではありませんけれども、そ

の事業者としての事業の利益追求のそういう営みが、他方で地域全体の価値を高めて公の

価値をも達成していく。そしてお互いがＷｉｎＷｉｎになっていくという考え方を業とし

てもそれぞれ経営の１つの理念として持つべきではないかというご示唆だったと思ってい

まして、これからの不動産業者、特に密着の中小の不動産事業者が目指す１つの方向では

ないかと思って、これはなかなか、どうやってそれを進めていくのかというのは非常に難

しいのですけれども、そこは今回の小林先生の研究会で大きな視点として示されたと考え

ております。

【御厨分科会長】 それでは、熊倉さん、どうぞ。

【熊倉委員】 不動産業の話ばかりということで恐縮ですが、先ほどから建物の利用と

いうことが論点になっていますが、日本の不動産市場って、つい最近そういう方向に来た

のだと思うんですね。バブル崩壊までは、基本的には土地の価格上昇ですべての問題がそ

こに整理されてしまったので、市場のあり方も全然異なっていまして、それが流通業の問

題であったと思います。そういう意味で、不動産の証券化のほうで様々な関係者がうまく

連携をとって市場を１つつくったわけですけれども、今、このフォーラムでやっていらっ

しゃるように、様々な関係者の連携をどうやってうまくつくるかという部分が大きな１つ

のポイントだと思うんですね。

ただ、不動産証券化の場合、証券化はある程度のアマウントが大きいので、フィーの水

準もそこそこの水準でとれるので分け合えるのですが、住宅の場合は絶対額が少ないです

から、そこの中でどうやって質のレベルとそれに見合うコストの部分の提供の仕組みとい

うのをつくっていくかというのが難しく、大きなポイントなのかなと思うので、そんなと

ころも見ていただければなと思います。

関係者の連携のありかたという意味で、さっき前川先生がおっしゃった学術的な研究と
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いうことですが、いろいろな情報の使い方のルールをつくるべきだと思うんです。たしか

不動産取引価格情報制度で出たデータについては、学際と実務サイドで利用の仕組みをつ

くって今始めたところだと思うんですけれども、それと同じようなことというのはレイン

ズのほうのデータでも全体的にうまくそういう仕組みでできるのかなと思うので、検討さ

れたらどうかなとは思います。

あと、私、東日本大震災の関係でいろいろかかわった中で、ちょっと話が別になります

けれども、浦安とかああいう大きなところでの液状化の問題というのは一定の方向が出た

のですけれども、それ以外に個別の宅地での小規模開発での液状化の問題だとかというの

は随分出ているわけですね。これから恐らく東海大地震とかいろいろ考えていくと、そう

いうものに対しての実際の指導なり、あるいは対応策というのは恐らく自治体がやるのだ

とは思うのですけれども、自治体がやるに当たってもこの今回の成果をいろいろ出すこと

によって誘導していくことがやっぱり効果的な施策なのかなと思うので、ぜひそういうこ

とを検討されていただければと思います。

それからもう一つ、この２４年の施策でも公的な土地評価の均衡化という話が出ており

まして、税制の公正化という問題があると思うんですね。これは調査研究という形でいく

と地価公示のポイントの数だとか、ずっと減ってきたわけですけれども、今回、削減はや

めてしっかりした調査をやっていきましょうということで、この均衡化への一層の取組と

いうことで評価できると思います。現場サイドでは地価公示地点の減少を、その分、税務

当局のほうでポイントを増やしたりして何なのかよくわからないというような混乱もあり

ますので、ぜひここはしっかり今後もやっていただければと思います。

以上でございます。

【御厨分科会長】 事務局、ございますか。

【小善総務課調整室長】 質とコスト、住宅の場合、コストに問題ありますので、情報

についてはやはり行政として提供できるものは、行政としてなるべく広く使えるように提

供していくということだろうと思いまして、１つは取引価格情報もございますし、１つは

今この本文の７３ページのコラムで紹介しておりますが、不動産の価格指数の作成を今し

ておりまして、今年度におきましては住宅のものを試作案として試験運用を開始したいと

思っております。こういうマクロのデータとか、そういうものについてはやはり広く皆さ

んが利用できるように、行政でないと整備できないものは行政が整備することで、そうい

う市場で安く、低コストで利用できるようにしていきたいと思っております。
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また、液状化の話でございますが、個別事業、対策となると我々もなかなか難しいとこ

ろではございますが、この本文でも少し紹介しておりますが、土地の分類調査ということ

で、過去のそこの地盤の履歴、過去、以前、どういう地質だったか、そこは昔川底だった

のかとか、またはそこは切土されたところなのか、盛土されたところなのかというところ、

そういうものにも国土調査の１０箇年計画に基づいて、三大都市圏とか県庁所在地中心に

整備して、それもちゃんとしたデータで提供できるようにということをやっておりますの

で、そういうものも公共団体なり個別の方、対策とかにも役立っていくのではないかなと

思っております。

【姫野地価調査課長】 地価調査課の姫野ですが、先ほど熊倉委員から地価公示のポイ

ントの話と税務当局、公的評価の話という関係がございました。税務部局、中央省庁レベ

ルですけれども、情報交換のようなことは適宜やっているというところもありますし、た

だ、もちろんそれぞれの観点がありますので、現場でポイントが増える、減る、いろいろ

あるかと思います。

あと、地価公示については、ご案内のように土地鑑定委員会のほうで標準地の設定につ

いて、より実態をあらわすといいますか、適切なというふうなことについて設定要領を見

直してはどうかというご議論がありまして、土地鑑定委員会のほうでもそういうふうな議

論をし、そして現場での標準地の設定をどううまく、よりさらにうまくやっていくかとい

うことについても意を用いていきたいと思っております。

【御厨分科会長】 それでは、お待たせしました。望月さん。

【望月委員】 もう数年この土地白書の審議会を経験してきて、皆さんからはいろいろ

意見を出されていますので、私の立場としてはこの土地白書に対する、ちょっと変な言い

方ですけれども、姿勢だとか、志だとかを言いたいと思います。そういうことでこれは感

想なので、そういうふうに受け取っていただきたいと思います。

２点ほどあって、１つは、この第１部の第１章の２３年度の土地の動向です。事実がき

ちんと書かれていますが、ここは、単に２３年度がこういう変化をしました、こうでした

という事実の羅列のためにあるわけではないですよね。ここは長期トレンドの中で、この

２３年度はどういう時代、何が課題かを明らかにし、次章につなげる位置づけになってい

ると思うんですね。次の課題を導き出すための背景を説明していく。そのときの我々の時

代認識、それを明示していくところだと思うんですけれども、毎回何となくそこが明確で

はない。
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個々に内容を見れば問題意識が押さえられているのがはっきりわかるのですがこの白書

の中でそれがきちっと時代認識として書かれているか疑問です。例えば土地取引が減少し

ているとか、着工が減少しているというのは一時的な話ではないということはみんなわか

っているわけですよね。今後の縮減社会にもう入っているんだ。だとすれば、我々の次な

る課題は優良ストックをどう活用していくか、次代にツケを回さないストックをどう形成

していくかという課題が底流にあるわけです。そこは毎年同じではないかということかも

しれませんけれども、しつこく私は言うべきことだろうと思います。それでなければ、こ

こで数字を示したことの意味が薄れてしまうというふうに思いました。それが第１点です。

ですから、常に今何が社会的な要請として求められているのかというところを出していく

ということですね。

それから、次はメーンの第２章です。特にテーマ１のところでは、不動産価値向上と市

場整備があります。これは何のためにやるんですか。当然ながら、不動産価値向上と市場

の整備が目的ではありませんよね。こういうものを出すときにやはり手段が目的化しない

ような構え方が必要なのではないか。何のためにというのは、最後にありますけれども、

国民の１人１人の安全・安心な生活の確保ということですね。極論すると成長しなくたっ

て、その生活が確保できればいいわけですよね。なので、そこのところを常にバックボー

ンとして明確にしておかないと、政策の展開のところで手段がどんどん目的化してしまう

というようなことが起こりがちなのが、懸念されるところです。

その１つとして、市場の整備というのは、今申し上げたように安心・安全な生活のため

に、市場原理を働かせて優良なストック形成をするという意味でテーマになっています。

それ自体は正しいことだと思います。ただし、それは１つの手法だということをやっぱり

片方で考えておかないと。というのは、特に市場原理を活用して投資が行われるようにと

いえば市場ですから、市場の外にあるものが必ず出てきてしまう。市場ではすくわれない

ものが必ず出てくる。先ほどの空き地の問題だとか、中心市街地の問題だとか、不良な建

物に入居者がいないなど、それはまさに市場から外されているわけですよね。

でも、そういうのを外しておいていいのかというと、そういう問題では当然ないわけで

す。市場の原理を働かせる部分と市場が働かないところがあるのだったら、それに対して

はどういう施策が必要なのかというのも、本来の大義を考えたときには必要なことです。

もちろんそういった姿勢、配慮をなさっているんでしょうが、ついついこういう書き物に

してしまうと、そこが欠落してしまうということになるので、そこら辺を今後は押さえて
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いただきたいと思います。

もう１点、同じ市場原理とか、市場の整備といったときに、特に中古住宅の流通などの

ところです。先ほどの話でも日本の住みかえは非常に少ないとか、中古流通量は少ないと

いうことで、何で欧米のようにいかないかが話題になります。その先ほどの不動産投資市

場もそうなんですけれども、何で欧米みたいにいかないのという議論になって、結果とし

て目標値を欧米のちょっと下ぐらいに設定をしてしまうのです。けれども、そもそもライ

フスタイルや社会文化的な視点から考えると、そういう乱暴な市場の整備というのはない

と思います。本来、何が目的、ゴールで、何を果たされなければいけないかということを

考えたら、単に経済的な話だけではなくて、住替えたくない、ここにずっと住むのがいい

んだということへの配慮が必要です。

その中で優良な、安全な、安心なストックというのをどう形成していくのかというふう

に考えていくと、短絡的な欧米モデルの論議ではなく、特に住まいに関しては社会的、文

化的な制度、システムが相当違うので欧米追従型ではなくて日本型の市場整備を足元の現

場であるとか、それから、さっきから言っていますけれども、日本的な文化背景というの

を重視し議論すべきだろうと思いました。実現できての政策なので、そのような現実に即

した、方向性を考えていただければありがたいなと思いました。これは勝手な意見なので、

回答は結構です。

【御厨分科会長】 事務局からどうぞ。

【内田土地・建設産業局長】 ありがとうございます。白書全体についての非常に的確

なご指摘だと。私どもも潜在的にはかなり問題意識を感じていることを明確にご指摘いた

だいたと思っております。冒頭でご説明いたしましたとおり、土地白書が法定白書である

のは土地基本法によります。その時代に恐らく土地行政の目的というのは非常に明確であ

ったと。要するにバブル期とかバブル崩壊後どうするか。その後、都市再生とかいろいろ

ありまして、今、マクロでの土地行政の目的をどう定めるかということがまさに問われて

いる。

きょう何人かの先生にご指摘いただいたとおり、その１つの方向はほぼ見えている。ほ

ぼ見えているでは足りないかもしれませんが、もう顕在化しつつあるわけですね。エリア

ごと、圏域ごとのストックの置きかえをどうしていくかとか、最も病理的減少として空き

家とか空き地の問題も既に日本は出ているというようなことの中で、圏域とか、エリアと

か、あるいは個々のストックをどうしていくかというのが、まあ、来年のテーマを言うと
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鬼に笑われるかもしれませんが、そういうことを踏まえつつ、今後の白書の書く姿勢とい

うものを持っていきたいと思っております。大変いいご指摘をいただいたと思います。

【御厨分科会長】 では、八野さん。

【八野委員】 労働組合という観点からですので、今まで重点的に、きょう説明いただ

いたところからは少し外れてしまうかもしれませんが、白書の中身というところです。１

点は東日本大震災に絡んでということでございますが、昨年も地籍調査による土地の境界

の明確化ということでお話をさせていただいたと思っていますが、今いろいろなところで

震災はこれからも行われてくる可能性が非常に高いと言われているところで、特にまた東

海地方の部分については、地籍調査の実施率が全国平均を大きく下回っているというふう

にはお伺いしております。今回、仙台市でも先ほどの説明があったように、この調査と復

興というのは非常に関係があるというようなことで聞いております。今後ということを考

えていったときに被災地での住宅の再建だとか、ライフラインの復旧にかかる時間と費用

というようなことを考えていくと、そういうものがおくれているところの一層の強化とい

うことが非常に重要なのではないかというところが１点です。

それと、震災関連でということなのですが、先日、５月６日ですか、茨城県のつくば市

で竜巻があって促進住宅がかなり壊れた。実はそこに震災の被災者の方が住まわれていた

ということを聞いておりまして、二重被害になってしまっている。日本のいろいろなこの

自然現象をすべてとらえることはできないと思うのですが、そういう人たちに対する負担

軽減というものを地方自治体と一緒になってぜひやっていただきたいというところでござ

います。

もう１点は、住宅のところで先ほども出ています良質な住宅ストックの形成及び住宅ス

トックの有効活用ということが白書の中にも載っております。その中でも平成２３年度の

第３次補正によって、エコ住宅の新築とかエコのリフォームということについては、再開

がされたというふうに、これは大変ありがたいことであり、今後省エネが、今回の電力問

題も含め、かなり一般家庭にも求められるということで言うと重要なところだと思ってい

ます。この辺のものがやっぱり政策的に継続的にできるようにしていくことというものも、

今後重要だと考えておりますので、この３点を連合としての意見とさせていただきたいと

思います。

以上でございます。

【御厨分科会長】 事務局、いかがですか。どうぞ。
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【角南地籍整備課長】 １点目の東海地方等の今回の被災地以外における地籍調査につ

いてお答えいたします。先ほど冒頭の説明資料の中にも東北地方というのは進捗率が非常

に高いということでございました。そのおかげで既にある地籍図を活用して復興を早める

ことができるということが教訓として得られたわけでございます。それを教訓として、今

後ほかのところでも被災はあり得るだろうということを想定し、法律としては津波防災ま

ちづくり法というのが昨年暮れに成立しております。その中では、被災が予想されるとこ

ろで地籍整備を推進していくことが示されています。

特に国が直轄の調査を行いまして、被災が想定される地域では、官民の境界をまず先行

的に調べ、それを呼び水にして地籍調査も進めていければと考えております。したがいま

して、今年の２４年度の予算におきましても、全国防災という予算の枠が通常の予算とは

別に用意されておりまして、その予算の枠を活用して特に東海地方でも官民の境界調査を

進めていきたいと考えております。この直轄の調査を今年度に名古屋市の中でも行うこと

にしております。名古屋市もこれまで地籍調査を中止していた団体なのですが、また着手

に向けて動き出したということがございます。

以上です。

【小善総務課調整室長】 ２点目、３点目でございますが、３点目の住宅のエコポイン

ト、３次補正で復活しまして以前のときも大変効果があったということで、今回また３次

補正、認められたものだと思っております。政策的な継続性が重要ということで、ご意見、

先ほどの竜巻の話を含めて関係の部署にご意見があった旨、ちゃんとお伝えしたいと思い

ます。

【御厨分科会長】 三好さん。

【三好委員】 それでは、一言意見を述べさせていただきますが、私がこの委員会委員

に指名された大きな理由は何かなというのを今自問自答していたんです。私は農業関係の

仕事をやっている。農業関係の仕事をやっているから、土地所有者である農家の意見を聞

くためにこの委員に指名されたのかなという形で今ここに参加しているのですが、私が一

番、もう何回も出ているのですが、毎回不思議に感じてならないのは、歴史を振り返って

みてくださいよということなんですよ。これだけ東京や横浜、うまく都市部が発展した大

きな理由は農地を転用していたからなんです。それはその事実があってここまで来ていま

すから、これは経過的には歴史の経過として何とも申しません。これは現実ですから。

ただ１点、どうしても不思議でしようがないのは、郊外区に持っている、市街地に持っ
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ている農家が所有している農地なんです。それが課税は宅地並みになっています。全部市

街地は。特別に生産緑地という形で固定資産税の減免をしております。私は郊外区に、都

市部に農地があるという利用、これが将来は土地白書のように土地利用の大きな原点にな

っていくのではないかと見ていたんです。ところが、現実を調査したことがありますか。

今、農家の方たちは宅地並み課税を受けて農業をやっています。宅地並みの課税をして農

地にしてしまったんです。それは法的に権限は何もありませんから構いませんが、あれだ

けの高い固定資産税を免除してくれる生産緑地になぜ所有者はしないのかな、非常に疑問

に思っていました。

ところが、はっきり言うと３０年一生という生産緑地の農業に対する義務づけですか、

それを嫌がるためにみんな生産緑地にしない。横浜の場合は３,６００ヘクタール、３６

％が生産緑地にしていますよ。６４％はさっき言ったように宅地並みの課税を受けながら

農業をやっている。そのことがこの白書には全然触れていない。市街地に農地があるとい

うことは、市街地の、要するに土地利用白書の中で環境面何だかんだといっても、やっぱ

り郊外区の農地、市街地の農地というものは非常に私は重要ではないか。いつもここへ来

て懸念を持っていました。

きょう、市町村代表の人と知事さんが来ていません。恐らく地域で、地方でやっている

行政の長の人たちは、それに直面をしていると思いますから、その意見をお聞きしたかっ

たのですが、例えばこの白書の中に土地利用以外の農地というもの、林地、そういうもの

の役割についてのこの進展について、白書に出ていないということは、私はおかしな話だ

なと思います。余りにも現場を知らな過ぎる。現状を知らな過ぎる。ですから、そういう

点を考えたときに私はここであえて土地所有者、農業者の代表という形で出席をしている

ならば、あえて指摘をしておきたいと思います。

以上です。

【御厨分科会長】 それでは、事務局のほうから。

【三好委員】 いや、いいですよ。答えはわかっています。毎回言っていますので。

【小善総務課調整室長】 そのデータとしましては、やはり農地からの都市的利用への

転換というのは減ってはきているというデータは掲載しておりますし、また、政府全体の

施策の中で森林とか農地の適切な保全ということで、どういう取組をしているかというこ

とも書いてございますし、また、市街地の中の農地の役割ということでしばらく前に農水

省とかを含めて、いろいろな価値がある、多面的な機能とか役割があるというようなこと
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をいろいろ研究してきておりまして、そういうことに基づいていろいろな施策も講じられ

ているかと思っております。一応、講じた施策の中にそういう取組が入っていると思って

おりますし、データとしては、そういう土地利用自体が減ってはきているということは書

いてございます。来年以降、工夫できるところがあるか、もう一度考えたいと思います。

【御厨分科会長】 それでは、ほかにご意見、ご質問、いかがでございましょうか。特

にございませんということでありましたら、このあたりで分科会の意見の取りまとめをい

たしたいと思います。平成２４年度土地に関する基本的施策（案）につきまして、各委員

からいろいろ硬軟取り混ぜてご意見をいただきました。いろいろなご指摘をいただきまし

た。これは今後十分に事務局としては拳々服膺していただきたいところでありますが、結

論といたしましてはいかがでございましょうか、事務局から説明がありました原案のとお

りで異議なしということで取りまとめたいと思いますが、皆様、いかがでございましょう

か。

（「異議なし」の声あり）

【御厨分科会長】 よろしゅうございますか。ありがとうございました。

それでは、予定されている議事は以上でございます。本日の議事はこれで終了させてい

ただきたいと思います。それでは、ここで議事進行を事務局にお返しいたします。

【開出企画課長】 以上をもちまして本日の予定はすべて終了いたしました。なお、本

日の資料のうち、土地白書に関する資料につきましては６月中旬に予定しております閣議

決定後に公表することとなりますので、資料の取り扱いにはご留意をお願いしたいと思い

ます。また、議事録につきましては、閣議決定後の公表となります。ご了承ください。本

日お配りした資料につきましては、お席に置いていただければ後ほど事務局よりお送りし

たいと思います。委員の皆様方におかれましては、本日は大変貴重な意見を賜り、また、

ご熱心なご審議をいただきまして、まことにありがとうございました。これで終了でござ

います。ありがとうございました。

【御厨分科会長】 ありがとうございました。

―― 了 ――


